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（別 紙） 

諮問庁 世田谷区長 保坂 展人  

諮問日 令和６年３月４日 

諮問番号 諮問第１６３号 

  

答 申 書 

 

 答申日 令和７年１２月１１日 

 

 

審査庁 

 世田谷区長 保坂 展人 殿 

 

                        世田谷区行政不服審査会 

 

上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答申する。 

 

第１ 結論 

処分庁（世田谷区長）（以下「処分庁」という。）の審査請求人（以下

「請求人」という。）に対する戸籍の附票の写しの不交付決定処分（令和

５年５月３１日付け。以下「本件処分」という。）は、妥当である。 

 

第２ 事案の概要 

本件は、世田谷区長（処分庁）が、住民基本台帳法（昭和４２年法律第

８１号）（以下「法」という。）第２０条第５項で準用する法第１２条第

６項並びに住民基本台帳事務処理要領（昭和４２年１０月４日付け自治振

第１５０号等通知）（以下「本件要領」という。）第５－１０－コ－（イ）

－（Ａ）の規定に基づき請求人に対し行った戸籍の附票の写しの不交付決

定処分（令和５年５月３１日付け）について、請求人が、本件処分は違法

又は不当である等と主張して、本件処分の取消しを求める事案である。 

 

第３ 事実関係 

１ 関係法令等の定め（本件処分に係る根拠法令等） 

法第２０条第１項は「市町村が備える戸籍の附票に記録されている者又

はその配偶者、直系尊属若しくは直系卑属は、当該市町村の市町村長に対
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し、これらの者に係る戸籍の附票の写しの交付を請求することができる。」

と規定しており、同条第５号は「第１２条第２項から第４項まで、第６項

及び第７項の規定は第１項の請求について、第１２条の２第２項、第３項

及び第５項の規定は第２項の請求について、第１２条の３第４項から第６

項まで及び第９項の規定は前２項の申出について、それぞれ準用する。」

と規定している。 

   また、法第１２条第１項は「市町村が備える住民基本台帳に記録されて

いる者は、当該市町村の市町村長に対し、自己又は自己と同一の世帯に属

する者に係る住民票の写し又は住民票に記載をした事項に関する証明書の

交付を請求することができる。」と規定しており、同条第６項は「市町村

長は、第１項の規定による請求が不当な目的によることが明らかなときは、

これを拒むことができる。」と規定している。 

 

２ 処分の内容及び理由 

  令和５年５月２６日、請求人は、世田谷総合支所区民課戸籍係の窓口に

おいて、戸籍の附票全部の写し（以下「本件附票」という。）の交付を請

求する、戸籍の証明書・身分証明書等の申請書を提出した。 

  同日、実施機関は請求のあった戸籍の附票について、支援措置が取られ

ているため交付ができないことを請求人に説明し、同月３１日付けで、請

求人の請求に対し、本件附票を不交付とする決定をして、請求人に郵送で

通知した。 

 

 ３ 審理員による審理手続及び調査審議の経過 

日  付 経  過 

令和５年６月３０日 請求人は、本件処分に対し、行政不服審査法

第２条に基づき審査請求を行った。 

令和５年７月１２日 審査庁は、審理員へ審理員指名書（令和５年

７月１２日付）を送付した。また、請求人及

び処分庁へ審理員の指名について（通知）

（令和５年７月１２日付）を送付した。 

令和５年７月１４日 審理員は、処分庁へ弁明書の提出等について

（令和５年７月１４日付）を送付した。 

令和５年８月９日 処分庁は、審理員へ弁明書（令和５年８月９

日付）を提出し、審理員は、同日これを受領

した。 

令和５年８月１０日 審理員は、請求人へ弁明書の送付及び反論書
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の提出等について（令和５年８月１０日付）

を送付した。 

令和５年９月５日 請求人は、審理員へ反論書 (令和５年９月３

日付)を提出し、審理員は同月５日これを受領

した。 

令和５年９月１３日 審理員は、処分庁へ反論書の送付等について

（令和５年９月１３日付）を送付した。 

審理員は、請求人に質問書の送付等について

（令和５年９月１３日付）を送付した。 

令和５年１０月３日 請求人は、審理員へ質問書への回答（令和５

年９月２４日付）を提出し、審理員は、同年

１０月３日これを受理した。 

令和５年１０月４日 処分庁は、審理員へ再弁明書 (令和５年１０

月４日付)を提出し、審理員は同日これを受領

した。 

令和５年１０月５日 審理員は、請求人へ再弁明書の送付及び再反

論書の提出等について(令和５年１０月５日

付)を送付した。 

令和５年１１月６日 請求人は、審理員へ再反論書（令和５年１１

月３日付）を提出し、審理員は同月６日これ

を受領した。 

令和５年１１月７日 審理員は、処分庁へ再反論書の送付等につい

て（令和５年１１月７日付）を送付した。 

令和５年１２月１８日 審理員は、処分庁及び請求人へ審理手続きの

終結等について（通知）（令和５年１２月１

８日付）を送付した。 

令和６年１月５日 審理員は、審査庁へ審理員意見書（令和６年

１月５日付）を提出した。 

令和６年３月４日 審査庁は、行政不服審査会へ諮問した。ま

た、請求人へ審査会諮問通知書（令和６年３

月４日付）を送付した。 

 

第４ 審理員意見書の要旨 

請求人の請求は、棄却されるべきである。 

 

１ 審理段階における審理関係人の主張 
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（１）請求人の主張 

①請求人は、請求人の子である〇〇（以下「○○」という。）の転出先

住居における緊急連絡先になっており、転出先の住所を知っているから、

住居秘匿の必要性はない。 

②〇〇の夫である〇〇氏（以下「〇〇」という。）には、「配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に定める暴力行為等に

該当する行為はなく、監護者指定申立事件においても、暴力行為の認定

は一切されていない。 

③不交付の対象者は、〇〇とされており、請求者と全く別の人格である。 

④請求人は〇〇の実父であり、加害者として列挙されているか不明（事

実を知らされていないため）であり、不交付の理由さえ通知されていな

い。 

⑤権利を有する実子の戸籍の附票の写しを何ら事件に関与していない実

父に交付されないのは、明らかに越権行為である。 

 

（２）処分庁の主張 

  ①法第２０条第５項で準用する法第１２条第６項は「請求が不当な目的

によることが明らかなときは、これを拒むことができる。」と規定して

いる。そして、住民基本台帳事務における支援措置を実施している者に

ついては、本件要領第５－１０－コ－（イ）－（Ａ）は「加害者が判明

しており、加害者から請求又は申出がなされた場合、不当な目的がある

ものとして請求を拒否し、又は住民基本台帳法第１２条の３第１項各号，

第１５条の４第３項各号，第２０条第３項各号若しくは第２１条の３第

３項各号に掲げる者に該当しないとして申出を拒否する。」と規定して

いる。 

  ②支援措置の必要性の確認は、支援措置の申出者が本件要領第５－１０

－ア－（ア）に掲げる者に該当し、かつ、本件要領第５－１０－イ－

（ア）により「申出者の支援の必要性の確認について、加害者が当該申

出者の住所を探索する目的で、住民基本台帳の閲覧等を行うおそれがあ

ると認められるかどうかについて、警察、配偶者暴力相談支援センター、

児童相談所等の意見を聴取し、又は裁判所の発行する保護命令決定書の

写し若しくはストーカー行為等の規制等に関する法律（平成１２年法律

第８１号）に基づく警告等実施書面等の提出を求めることにより確認す

る。この場合において、市区町村長は、上記以外の適切な方法がある場

合には、その方法により確認することとしても差し支えない。」とされ

ており、警察署等の文書内容の事実確認をすることまで区長に求めてい
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ない。 

  ③処分庁は、当初受付市町村長からの通知を受けて、法及び本件要領に

基づき適正に本件処分をしている。 

  ④処分庁不交付決定通知書に、不交付決定処分の理由、根拠法令を明示

している。 

 

 ２ 審理段階における論点整理 

本件処分は、違法又は不当なものであるか。 

  

 ３ 審理員意見の理由 

（１）本件処分の違法不当について 

   ①本件不交付処分の違法性について 

（ア）法は、市町村(東京都においては特別区を含む(法１条)。以下同

じ。) が備える戸籍の附票に記録されている者又はその配偶者、直系

尊属若しくは直系卑属は、当該市町村の長に対し、これらの者に係る

戸籍の附票の写しの交付を請求することができるとした上で(法２０

条１項) 、何人も、法の規定による戸籍の附票の写しの交付により知

り得た事項を使用するに当たって、個人の基本的人権を尊重するよう

努めなければならないものとし(法３条４項) 、市町村長は、当該交

付請求が不当な目的によることが明らかなときは、これを拒むことが

できると定めている(法２０条５項、１２条６項) 。これらの各規定

は、戸籍の附票に記載又は記録がされた事項(法１７条、１７条の２) 

が個人のプライバシーに関わるものであることから、関係する利益の

間の調整を図ったものであり、上記の「不当な目的」とは、戸籍の附

票の記載事項を知ることについて、社会通念上相当と認められる必要

性ないし合理性がないにもかかわらず、当該事項の探索をする目的を

いうものと解するのが相当である。 

   （イ）もっとも、いかなる場合に戸籍の附票の写しの交付請求が不当な

目的によるものであることが明らかであると判断するべきかについて

は、法その他の関連法令に手掛かりとなる具体的な規定はなく、各市

町村長の合理的な裁量に委ねられているところ、住民に関する記録を

正確かつ統一的に行うという法の目的等に照らせば、上記判断を含め、

住民基本台帳に関連する事務の処理は全国で統一的に行われるように

する必要がある。そのため、法の規定により市町村が処理する事務に

ついて市町村を指導すべき立場にある国において(法３１条１項)、か

かる観点から、技術的な助言(地方自治法２４５条の４)として、本件
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要領を定め、課長通知等を発出するなどしている(以下、本件要領と

課長通知等を合わせて「本件要領等」という。)。このような法の趣

旨及び本件要領等の位置付けに照らせば、各市町村長は、その定めが

法その他の関連法令の解釈を明らかに誤っているなど特段の事情がな

い限り、本件要領等に従って事務処理を行うことを法律上求められて

おり、本件要領等に従って事務処理を行っている限り、市町村長の上

記判断がその裁量権の範囲の逸脱し又はこれを濫用したとの評価を受

けることはないというべきである(最高裁平成７年(行ツ)第１１６号

同１１年１月２１日第一小法廷判決・集民１９１号１２７頁参照)。 

（ウ）ここで、戸籍の附票の写しの交付に関する支援措置についての本

件要領等の定めは、ＤＶ、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに

準ずる行為の加害者が、戸籍の附票の写しを不当に利用して被害者の

住所を探索することを防止し、もって被害者の保護を図ることを目的

として、支援措置の申出及び相談機関の意見等に基づいて支援措置に

おいて被害者とされる者(以下「支援措置における被害者」という。) 

及び加害者とされる者(以下「支援措置における加害者」という。) 

をあらかじめ特定した上で、支援措置における加害者が行う支援措置

対象者に係る戸籍の附票の写しの交付請求等を原則的に拒否するとし

つつ、請求事由等の厳格な審査の結果、特別の必要があると認められ

る場合には、当該戸籍の附票の写しを支援措置における加害者に交付

しない方法により、その利用目的の達成を図るものである。ＤＶ、ス

トーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の性質に照らせば、

加害者が被害者の住所を知ることとなった場合には、更なる加害行為

が引き起こされて、被害者の生命、身体の危険が生ずる可能性がある

ところ、そのような可能性を基礎付ける事実関係が裁判手続等で客観

的に確定することを待っていては、適時、適切な被害者の保護を図る

ことはできない。他方で、加害者とされた者は被害者とされた住民の

居住関係の公証という住民基本台帳事務の便益をおよそ享受すること

ができないこととなれば、裁判を受ける権利の制約を伴うなど、その

被る不利益が看過し難いものとなる可能性を否定することができない。 

こうしたことなどから、戸籍の附票の写しの交付に関する支援措置

についての本件要領等の定めにおいては、上記の方法によって支援措

置における被害者及び加害者を迅速に特定した上で、支援措置におけ

る加害者が行う支援措置対象者に係る戸籍の附票の写しの交付請求等

を適時に拒否することができるようにしつつ、支援措置における加害

者の請求事由等に特別の必要がある場合には、その利用目的に従った
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住民の居住関係の公証を行うことができるように代替手段を講ずるこ

ととしているものである。 

このような運用の在り方は、関係する利益を合理的かつ現実的に調

整するものであり、住民に関する記録の適正な管理を図るという法の

目的に合致するとともに、国及び地方公共団体において、ＤＶ防止法、

ストーカー規制法等に基づき被害者の適切な保護を図る責務を果たす

という観点からも合理性を有するものである。以上のような被害者保

護の現実的要請や支援措置における加害者の利用目的に配慮した代替

手段の活用を前提とすれば、本件要領等の定めが、支援措置における

加害者が行う支援措置対象者に係る戸籍の附票の写しの交付請求等に

つき、社会通念上相当と認められる必要性ないし合理性がないにもか

かわらず、支援措置における被害者の住所の探索をする目的でされた

ものであると位置付けて、不当な目的によるものであることが明らか

であるとしていることが、法その他の関連法令の解釈を明らかに誤っ

たものであるということはできない。 

（エ）したがって、本件不交付処分についても、戸籍の附票の写しの交

付に関する支援措置についての本件要領等の定めに従ってされたもの

であれば、処分庁の裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用してされた

違法なものであるということはできない。 

（２）本件処分について 

   以上を前提に、本件各処分が本件要領等に従ってされたものであるか

を検討する。 

（ア）本件支援措置申出書には、支援措置における加害者として、〇〇

以外に請求人らの名前が記載され、申出者の状況として児童虐待防止

法にチェックがされており、相談機関等の意見欄には、警察署が、併

せて支援を求める者について申出者を保護するため支援の必要性があ

るものと認める旨のチェックを付するとともに、特に把握している状

況として、避難の状況と前住所地の警察署に相談済である旨等が記載

している。これらの記載からすると、本件当初受付市町村長は、上記

警察署の意見を踏まえ、支援の必要性を確認したものということがで

き、本件当初受付市町村長から本件支援措置申出書の転送を受けた処

分庁においても、本件当初受付市町村長による上記確認があったもの

と認め、これをもって、支援の必要性があると確認したものと言える。

そして、処分庁におけるこのような支援の必要性の確認方法は、本件

要領等に従ったものと認められる。 

（イ）他方で、本件交付請求書には、本件附票の用途は「贈与手続き」
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との記載はあるものの、本件附票自体が贈与手続きのために不可欠で

あり、他の手段では代替することができないものと認めることはでき

ない。なお、請求人提出の令和５年６月３０日付け陳情書は、「自己

の財産の相続対象者を明確にするため、戸籍の附票により確認するた

め」に本件交付申請をしたと述べるが、相続対象者の確認のために戸

籍の附票を必要とするものではない。 

（ウ）そうすると、処分庁において、本件交付請求について、本件支援

措置において加害者とされた者からの請求であり、不当な目的による

ことが明らかな請求であるとして、本件支援措置対象者に係る戸籍の

附票の写しを請求人に交付しなかったことは、本件要領等に従った事

務処理であったといえる。 

（エ）したがって、本件支援措置対象者に係る戸籍の附票の写しの不交

付処分について、処分庁がその裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用

した違法な処分であるということはできない。 

ところで、本件要領第５－１０－コ－(イ) －(Ａ)は、支援対象者

に係る部分に限定して交付を拒否することを定めており、他に不交付

とする理由がない場合、請求された戸籍の附票のうち、支援対象者で

はない者の戸籍の附票については、他に交付を拒否する理由がなけれ

ば、交付することを前提とするものと解される。この点、本件交付請

求書は、戸籍全部についての戸籍の附票の交付を求めるものであり、

本件附票は、本件支援措置対象者ではない〇〇の戸籍の附票を含むも

のである。しかし、処分庁は、〇〇の戸籍の附票の写しの交付の可否

について特段検討することなく、本件附票の全部について交付を拒否

しているため、〇〇の戸籍の附票について、本件要領に反した処分が

されたとも評価し得るものである。もっとも、本件審査請求における

請求人の主張からすれば、請求人が本件交付請求書によって真に交付

を求めたのは、本件支援措置対象者の戸籍の附票であり、〇〇の戸籍

の附票を求めるものではなかったものと解されることから、本件不交

付処分を不当ということはできない。 

なお、請求人は、〇〇の転居先の住所を知っているから秘匿の必要

はない旨を主張するが、請求人の主張する住所が本件支援措置対象者

の現住所と必ずしも一致するものではないため、上記判断を変更する

理由になるものではない。 

（３）結論 

以上のとおり、本件審査請求には理由がないから、行政不服審査法

第４５条第２項の規定により、棄却されるべきである。 
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第５ 調査審議における審査関係人の主張の要旨 

１ 請求人の主張の要旨 

請求人が、審査請求書等により主張している審査請求の主な理由は、次

のとおりに要約される。 

（１）本件処分はひとえに住民基本台帳事務における支援措置申出書に基づ

く決定であるが、その支援措置の申出そのものが弁護人の教唆による申

出であり、事実関係を確認していない。 

（２）請求人は、〇〇の転出先住居における身元保証人になっており、住居

秘匿の必要性は無い。 

（３）昨年７月の支援の新規の申請時から、本件要領第５－１０－コの取り

扱い要領の要件となる行為そのものが存在していない。〇〇は「配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に定める暴力行為

等の行為に該当することさえない。埼玉家庭裁判所の、娘と娘の夫の

「子の監護者指定申し立て事件」においても、暴力行為の認定は一切さ

れていない。 

（４）住民基本台帳事務における支援措置は、支援措置の申立人（以下娘と

いう）からの緊急性がある場合に支援して住所の秘匿することが目的で

ある。娘の夫は、娘に対して、昨年７月以降、何の連絡もしていないし、

まして言動を含む危害も加えていない。 

（５）そもそも請求人は〇〇の実父であり、加害者として列挙されているか

不明であり、不交付の理由さえ通知されていない。不交付の対象者は、

〇〇と記されており、請求者とまったく別の人格である。権利を有する

実子の戸籍の附票の写しを何ら事件に関与していない実父に交付されな

いのは、明らかに越権行為である。 

 

２ 処分庁の主張の要旨 

処分庁は、以下のとおり主張し、本件審査請求を棄却する裁決を求めて

いる。 

（１）法第２０条第５項で準用する法第１２条第６項は「請求が不当な目的に

よることが明らかなときは、これを拒むことができる」と規定している。

そして、住民基本台帳事務における支援措置を実施している者については、

本件要領第５－１０－コ－（イ）－（Ａ）は「加害者が判明しており、加

害者から請求又は申出がなされた場合、不当な目的があるものとして請求

を拒否し、又は住民基本台帳法第１２条の３第１項各号，第１５条の４第

３項各号，第２０条第３項各号若しくは第２１条の３第３項各号に掲げる
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者に該当しないとして申出を拒否する」と規定している。 

（２）支援措置の必要性の確認は、支援措置の申出者が本件要領第５－１０－

ア－（ア）に掲げる者に該当し、かつ、本件要領第５－１０－イ－（ア）

により「申出者の支援の必要性の確認について、加害者が当該申出者の住

所を探索する目的で、住民基本台帳の閲覧等を行うおそれがあると認めら

れるかどうかについて、警察、配偶者暴力相談支援センター、児童相談所

等の意見を聴取し、又は裁判所の発行する保護命令決定書の写し若しくは

ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成１２年法律第８１号）に基

づく警告等実施書面等の提出を求めることにより確認する。この場合にお

いて、市区町村長は、上記以外の適切な方法がある場合には、その方法に

より確認することとしても差し支えない。」とされており、警察署等の文

書内容の事実確認をすることまで区長に求めていない。 

（３）これを本件処分についてみると、処分庁が法第２０条第５項で準用する

法第１２条第６項及び本件要領第５－１０－コ－（イ）－（Ａ）及び法第

１２条の３第１項各号、第１５条の４第３項各号、第２０条第３項各号若

しくは第２１条の３第３項各号を適用して、本件処分を行ったことは適法

である。 

（４）請求人は、本件処分が「そもそも審査請求人は実父であり、加害者とし

て列挙されているか不明（事実を知らされていないため）であり、不交付

の理由さえ通知されていない。かつ、不交付の対象者は、〇〇とされてお

り、請求者とまったく別の人格である。権利を有する実子の戸籍の附票の

写しを何ら事件に関与していない実父に交付されないのは、明らかに越権

行為である。」と主張し、本件処分の取消しを求めていると解される。し

かし、本件処分を行うにあたり、処分庁は請求人が加害者であることを確

認し、「不交付の対象者は〇〇と記されており」とあるが、当該不交付決

定は請求人あてであり、不交付決定通知書の「１当該請求に係る戸籍の表

示の筆頭者」として〇〇の氏名が記載されているのみである。また処分庁

は、請求人に対し、不交付決定処分の理由、根拠法令を示しており、本件

処分が越権行為であるとする請求人の主張には理由がない。 

（５）以上のことから、本件処分は法及び本件要領に基づき適正に行われてお

り、本件処分には何ら違法、不当な点はなく、請求人の主張には理由がな

いから、本件審査請求は棄却されるべきである。 

 

第６ 答申の理由 

１ 認定した事実 

（１）請求人の子である〇〇は、〇〇と婚姻しており、両名には、２名の子
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がいる。 

（２）令和５年５月２６日、請求人は、世田谷総合支所区民課戸籍係の窓口

において、用途を「贈与手続き」として、筆頭者を〇〇とする戸籍の附

票全部の写し(以下「本件附票」という。) の交付を請求する、戸籍の

証明書・身分証明書等の申請書を提出した。 

（３）処分庁は、同日に、請求のあった戸籍の附票については支援措置が取

られているために交付ができないことを請求人に説明し、同月３１日付

けで、請求人の請求に対し、本件附票を不交付とする決定をして、請求

人に郵送で通知した。 

 

２ 審査会の判断 

  法によれば、区市町村が管理する戸籍の附票に記録されている者又は

その配偶者、直系尊属若しくは直系卑属は、当該区市町村の長に対し、

これらの者に係る戸籍の附票の写しの交付を請求することができるもの

の(法第２０条第１項) 、当該交付請求が不当な目的によることが明ら

かなときは、区市町村長は、これを拒むことができる (法第２０条第５

項、第１２条第６項) 。 

いかなる場合に戸籍の附票の写しの交付請求が不当な目的によるもの

であることが明らかであるといえるかについては、法その他の関連法令

に手掛かりとなる具体的な規定はない。もっとも、戸籍の附票は、住民

に関する記録として様々な手続に利用される書類であるから、各地方公

共団体が独自の法令解釈に基づいて区々な事務処理をすることは望まし

いとはいえず、できる限り統一的に記録が行われるべきであるから（法

第１条参照）、国が地方公共団体に対し必要な指導を行うものとされて

いる（法第３１条第１項）ところ、実際に技術的な助言（地方自治法第

２４５条の４第１項）として本件要領が定められているのであるから、

各区市町村長は、その定めが明らかに法令の解釈を誤っているなど特段

の事情がない限り、これにより事務処理を行うことを法律上求められて

いるということができる(最高裁平成７年(行ツ)第１１６号同１１年１

月２１日第一小法廷判決・集民１９１号１２７頁参照)。 

そして、本件要領によれば、住民基本台帳事務における支援措置を実

施している者については、「加害者が判明しており、加害者から請求又

は申出がなされた場合、不当な目的があるものとして請求を拒否し、又

は住民基本台帳法第１２条の３第１項各号、第１５条の４第３項各号、

第２０条第３項各号若しくは第２１条の３第３項各号に掲げる者に該当

しないとして申出を拒否する。」と規定されている（本件要領第５－１
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０－コ－（イ）－（Ａ））。 

以上をもとに、当審査会が実施機関から提出された資料を見分したと

ころ、請求人が行った本件戸籍の附票の交付請求時点において、請求人

の子である〇〇から請求人を加害者とする支援措置申出書が提出されて

いることを確認した。したがって、当該交付請求については交付が制限

されていることから、処分庁は法令等の規定に従って〇〇の戸籍の附票

について不交付決定処分を行っており、本件処分に違法又は不当な点は

ないものと考えられる。 

   ただし、当該交付請求は請求人の子の夫である〇〇を筆頭者とする世

帯全体のものとしての請求であり、〇〇に係る戸籍の附票については交

付することが可能であった。そこで、当審査会は、本件処分時に請求人

から、本件支援措置対象者である〇〇の分も含めたものでないと交付の

意味がないという請求人の意図を理解した上で今回の不交付決定処分を

行ったものか、また、〇〇の戸籍の附票の写しについて交付すべきで

あったかどうかについて、それぞれ検討を行った。 

当審査会が実施機関に確認を行ったところ、当該交付請求の受付を

行った職員は、請求人に対して、〇〇への贈与手続きのための申請であ

り、〇〇に係る戸籍の附票がなければ意味がない旨請求人から聞き取り

を行っているとのことであった。また、不交付である旨を伝えた職員に

ついては、〇〇を含めた全体では戸籍の附票を発行できず、個別で〇〇

の戸籍の附票について申請ができる旨を案内したかは不明とのことで

あった。 

以上を踏まえて、当審査会は次のように判断する。 

請求人の意向としては、〇〇の戸籍の附票の写しを取得できなのであ

れば意味がないとしており、それ以外は主観的には請求していないと評

価することができる。もっとも、〇〇の戸籍の附票の写しについて交付

しなかったことについては、上述のとおり〇〇を含む戸籍の附票の写し

でなければ当該交付請求の意味がなかったと考えられることから、本件

処分に関する実施機関の対応については、たとえ〇〇の戸籍について取

得できる旨を案内していなかったとしても特段違法又は不当なものがな

かったと判断できる。 

なお、本件処分に係る理由付記の内容について付言しておく。「戸籍

の附票の写しの不交付決定について」の「２ 不交付の理由」におい

て、不交付の理由の根拠として、本件要領第５－１０－コの記載がされ

ているが、「４ 添付資料」に記載のとおり本件要領第５－１０－コ

「－（イ）－（Ａ）」まで記載し、不交付決定の理由を正確に特定する
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方が、理由付記としてより適切であるということを付言する。 

 

第７ まとめ 

以上の点から、「第１ 結論」のように判断する。 

 

第８ 審査会の経過 

日  付 審  議  経  過 

令和６年３月４日 （諮問第１６３号） 

・審査庁（世田谷区長）から諮問を受けた。 

令和７年７月９日 （令和７年度第４回審査会） 

・事務局から経過概要の説明を受けた。 

・実施機関から説明を受けた。 

・諮問事項を審査した。 

令和７年９月４日 （令和７年度第５回審査会） 

・引き続き諮問事項を審査した。 

令和７年１２月１１日 （答申第１６３号） 

・審査庁（世田谷区長）に答申した。 

 

世田谷区行政不服審査会 

会長  大林 啓吾 

副会長 土田 伸也 

委員  太田 航平 

委員  白石 裕美子 
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